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Ⅰ　はじめに

　近年，結婚，出産しても就業を継続する女性
が増加し，子育て期においても共働きする家族
は多い。平成27年における我が国の出生時の母
親の平均年齢�1）は，第 1 子が30.7歳，第 2 子が
32.5歳，第 3 子が33.5歳で，平均的にみて女性
の出産時期は30代前半で，これ以降に子育て期
が始まる家族が多いといえる。
　また，同じく平成27年における女性の年齢階
級別労働力率�2）をみると，30 ～ 34歳は71.2％，
35 ～ 39歳は71.8％，40 ～ 44歳は74.8％であ
り，10年前の平成17年が順に，62.7％，63.0％，
71.0％であることと比較すると増加傾向にあ
る。平成27年における子育て期の女性の労働力
率は 7 割を超えており，出産，育児と就業を両
立させている女性が多くなってきていることが
みてとれ，子育て期を共働きで乗り切る家族が
多いことがわかる。
　それでは，こうした子育て期の共働きを可能
にする制度，政策とはどういうものであろう
か。核家族が多い我が国においては，保育所を
どう確保するのか，運よく保育所に入所できた
としても，子どもが病気になったときにどう対
応するのか，就業との両立を阻む課題は山積し
ている。本稿では，こうした課題のうち，子の
看護休暇に着目し，就業との両立可能性をあげ
る要因を探ることを目的とする。
　現在ほど制度，政策が法的に整っていなかっ
た2003年に実施された『育児や介護と仕事の両
立に関する調査』によると，子どもの看護のた
めに必要な支援として，労働者が最も多くあげ

たのが「看護休暇制度」で66.3％，次いで「病児
保育施設・病後児保育施設」が51.7％，「ベビー
シッター等の利用経費の補助」が24.9％と続く。
本稿では，労働者が子どもの看護のための支援
として必要と考えている子の看護休暇制度に特
に着目し，子の看護休暇の取得を促す要因の検
証を試みることとする。

Ⅱ　子の看護休暇制度の経緯と現状

　育児・介護休業法の平成13年の改正により，
平成14年 4 月 1 日から事業主は小学校就学の
始期に達するまでの子を養育する労働者に関し
て，労働者の申出に基づき，その子の看護のた
めの休暇を与えるための措置を講ずるよう努め
なければならない�3）こととなった。つまり，こ
の改正により，子の看護のための休暇の措置は
事業主における努力義務となったのである。
　その後，平成16年の改正により，平成17年
4 月 1 日以降，子の看護休暇は義務化されるこ
ととなる。具体的には，小学校就学の始期に達
するまでの子を養育する労働者は，事業主に申
出ることにより，年に 5 日を限度として，負傷
または疾病にかかった子の世話を行うための休
暇を取得することができることとなった。そし
て，労働者から取得の申出があった場合，事業
主はその申出を拒むことができない�4）と定めら
れたのである。
　また，平成21年には，養育する小学校就学の
始期に達するまでの子が 1 人の場合は年に 5
日，2 人以上の場合は年に10日と改正され，内
容は拡充された。休暇取得の事由として，疾病
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の予防を図るために必要な世話も追加され�5），
子どもの予防接種や健康診断を受けることが
事由に含まれることとなった。さらに，これま
では子の看護休暇は 1 日単位での取得であっ
たが，平成29年 1 月 1 日以降は，半日（所定労
働時間の 2 分の 1）単位での取得が可能となっ
た�6）。
　このように子の看護休暇制度の法整備は進み
つつあるが，事業所における制度の導入や取得
の状況はどうだろうか。厚生労働省が実施した
『平成26年度　雇用均等基本調査結果報告書』
によると，子の看護休暇制度の規定がある事業
所の割合�7）は，平成14年度は10.3％，16年度は
26.5％，17年度は33.8％，20年度は46.2％，24年
度は53.5％，26年度は56.4％と年々，増加傾向
にあることがわかる。そして，その利用率も増
加してきている。『平成24年度　雇用均等基本
調査結果報告書』によると，平成20年度におい
て小学校就学前までの子を持つ労働者がいる事
業所のうち，1 年間に子の看護休暇の取得者が
いた事業所の割合は12.7％だったが，平成24年
度には21.6％となっている。
　本稿では，子の看護休暇に着目し，取得を促
す要因を明らかにする。具体的には，子の看護
休暇の取得率と取得日数に関する分析を行い，
子の看護休暇が有給か無給か，休暇の規定があ
るかどうか，そして休暇の取得可能日数，取得
可能期間，取得対象者に関する規定内容が，取
得率と取得日数にどのような影響を与えるかを
推定する。ただし，平成20年度における子の看
護休暇制度の規定がある事業所の割合を事業
所規模別にみると，5 ～ 29人では41.5％，30 ～
99人では62.6％，100 ～ 499人では82.9％，500
人以上では94.2％と事業所規模が大きくなるに
つれて規定がある事業所の割合も高くなってお
り，事業所規模によって規定の有無の度合いが
異なっている。また，子の看護休暇の取得は，
事業所規模により従業員の行動パターンが異
なっている可能性も考えられることから，事業
所規模100人未満の場合と，100人以上の場合
に分けて検証することとする。

Ⅲ　�子の看護休暇取得に関する分析の
枠組み

　まず，子の看護休暇が有給か無給かによっ
て，取得に対する影響がどのくらい異なってい
るのかを明らかにする。子の看護休暇は平成17
年 4 月以降，法律で取得が認められることと
なったが，賃金に関する規定はなく，原則とし
て賃金の支給はない。本稿では，子の看護休暇
が有給か無給かによって，取得にどのくらい影
響があるのかを明らかにし，賃金体系が子の看
護休暇の取得に与える効果を検証する。
　一方で，子の看護休暇以外に労働者の権利と
して認められている休業形態として年休があ
る。年休は賃金が支払われる有給の休暇であ
り，子の看護休暇が無給なら，労働者にとって
は有給である年休を選択するインセンティブが
働くことになる。平成21年に厚生労働省が実施
した『子育て期の男女への仕事と子育ての両立
に関するアンケート調査結果』によると，実際，
前年 1 年間において子どもの病気時に自分が休
んだと答えた人のうち，子どもの看護のために
休んだ際に利用した休暇制度で最も多かったの
が男女ともに年休で，女性57.6％，男性86.3％
であった。次いで女性の場合，欠勤が46.5％，看
護休暇（有給）が5.9％，その他が3.9％，看護休
暇（無給）が2.6％で，男性の場合では，看護休
暇（有給）が6.7％，その他が6.2％，欠勤が6.0％，
看護休暇（無給）が1.0％であった�8）。つまり，け
がや病気によって子どもに看護が必要となった
とき，看護休暇より年休を利用している人がか
なり多いことがわかる。
　一般的に，子の看護休暇の規定があるかどう
かは取得しやすさに影響を与える。規定がある
事業所ほど取得しやすい環境が整っており，取
得にプラスの効果があると考えられる。しかし
一方で，子の看護休暇以外に有給の休暇として
年休があり，年休の方が取得しやすい事業所に
勤めている場合においては，労働者は子の看護
休暇の代わりに年休を取得する可能性が高まる
と考えられる。子の看護休暇の義務化以前に実
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施された『育児や介護と仕事の両立に関する調
査』によると，事業所が子の看護休暇を導入し
ていない理由として「まずは年休の取得から」
という回答が64.4％で最も多く，事業所サイド
においても子どもの看護に年休を利用すること
を想定しているところが多い。
　もし，子の看護休暇の規定がある事業所で
は，年休も取得しやすい環境が整っているとし
たら，労働者は子の看護のために子の看護休暇
ではなく年休を利用するかもしれない。実際，
子の看護休暇制度の規定があるほど，年休など
の休暇制度も充実している可能性が高い。『年
次有給休暇の取得に関する調査�9）』では，平成
21年度の年休利用日数と「家族の病気や介護の
ための特別休暇制度」の有無の関係が集計され
ている。年休の付与がなく，実際の利用日数が
「0 日」の場合で，「家族の病気や介護のための
特別休暇制度」があると回答したのは6.6％で，
年休が与えられていない事業所では，そのほと
んどで子の看護休暇がないことがわかる。一
方，年休が与えられている事業所では子の看護
休暇の規定がある場合が多い。年休の付与があ
る場合において利用日数が「0 日」では19.5％，
利用日数が「0 日を超えて 5 日」では34.5％，「6
日から10日」では43.5％，「11日から14日」で
は60.4％，「15日以上」では61.3％と �10），年休利
用日数が多くなるほど「家族の病気や介護のた
めの特別休暇制度」があると回答した割合が高
くなっている。このことから，看護休暇の規定
がある事業所は，年休制度も整っている場合が
多く，子の看護休暇を取得せず年休で代替する
ことにより，看護休暇の取得にマイナスの効果
があらわれることも考えられる。
　一般的には，看護休暇の規定が充実している
ほど取得しやすい環境が整っており，取得にプ
ラスの効果となる。しかし，一方で看護休暇の
規定が充実している事業所では年休制度も整っ
ており，子の看護のために看護休暇ではなく有
給である年休を取得する傾向があるなら，逆に
看護休暇の取得にはマイナスの効果となる。こ
のようにプラスとマイナスの 2 つの効果が考

えられ，どちらの効果が強いかによって取得を
促すか，抑えられるかが決定されることになる
が，後者のマイナスの効果については事業所規
模により異なっていることが予想される。
　実際，従業員数が少ない事業所は，従業員数
が多い事業所と比較して年休が与えられていな
いところが多い。また，年休が与えられていた
としても付与日数が少なく，実際の取得日数も
少ない。つまり，従業員数が少ない事業所では
年休が取得しにくい状況にあるということにな
る。
　平成21年度初めにおける年休付与日数�11）を
みても，付与日数が 0 日であったのは従業員
数が29人以下の場合35.3％，30 ～ 99人の場合
14.5％，100 ～ 299人では7.3％，300 ～ 999人で
は4.4％，1000 ～ 2999人では1.0％，3000人以上
では1.2％で，従業員数が少ない事業所では年
休を与えられていないところの割合が高いこと
がみてとれる。また，平成20年における年休の
付与日数を比較してみても，従業員数が30 ～
99人の場合16.4日，100 ～ 299人では17.0日，�
300 ～ 999人では17.7日，1000人以上では18.8
日と従業員数が少ないほど付与日数は少ない。
1 年間の取得日数をみても，30 ～ 99人では7.0
日，100～299人では7.3日，300～999人では8.0
日，1000人以上では10.0日と，やはり従業員数
が少ないほど取得日数も少なくなり�12），従業員
数が少ない事業所では比較的年休が取得しにく
いことがわかる。よって，事業所規模により年
休の取得環境が異なり，ひいては子の看護休暇
の取得状況にも影響を与えることを鑑みて，推
定は事業所規模100人未満の場合と，100人以
上の場合に分けて行うこととする。

Ⅳ　�子の看護休暇取得に関する分析に
用いたデータ

　分析には厚生労働省が実施した『平成20年�
度 雇用均等基本調査』の個票データを用いる。
この調査は全国の16大産業に属する常用労働
者 5 人以上を雇用している民営事業所を対象に
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実施されており，有効回答数は7324，有効回答
率は72.8％であった。このうち，推定では平成
20年10月 1 日現在，小学校就学前の子を持つ
労働者がいる事業所を対象とする。
　調査からは，平成20年10月 1 日現在，小学
校就学前の子を持つ労働者が何人いるか，女性
労働者，男性労働者それぞれに関しての情報が
得られる。また，そのうち，平成19年 4 月 1 日
から平成20年 3 月31日までの間に子の看護休
暇を取得した者が何人いるかについては，取得
日数 1 ～ 3 日，4 日，5 日，6 日，7 ～ 9 日，10
日以上の 6 つのカテゴリーに分かれて女性労働
者，男性労働者それぞれに関する人数が把握で
きる。
　子の看護休暇の取得率に関する分析では，被
説明変数に小学校就学前の子を持つ労働者にお
ける子の看護休暇取得者割合を用いることとし
た。具体的には，取得日数別に集計された子の
看護休暇取得者数を合計し，小学校就学前の子
を持つ労働者の数で割った値である。また，子
の看護休暇の取得日数に関する分析では，被説
明変数に小学校就学前の子を持つ労働者におけ
る子の看護休暇の平均取得日数を用いて推定を
行った。具体的には，取得日数とその取得日数
に該当する労働者数を掛け合わせたものを合計
し，小学校就学前の子を持つ労働者の数で割っ
た値である。ただし，取得日数が 4 日，5 日，6
日の場合は，そのままの日数を掛けているが，
1 ～ 3日の場合は 2日，7 ～ 9日の場合は 8日，
10日以上の場合は10日として計算している。
　また，推定にはトービット・モデルを用いて
いる。被説明変数である取得者割合や平均取得
日数は負の値をとることがない。つまり，0 で
データの分布が切断されており，サンプルの一
定割合が 0 に集中している，いわゆる打ち切り
データである。よって，本稿ではこうした打ち
切りデータの分析に適したトービット・モデル
により推定を行うこととする。
　一方，説明変数は，子の看護休暇の賃金に関
する変数，子の看護休暇の有無，取得可能日数，
取得可能期間，取得対象者に関する変数を用い

る。また，これら以外に，コントロール変数と
しては従業員数，産業ダミー，勤務時間に関す
る変数を用いている。
　まず，子の看護休暇の賃金に関する変数とし
て，子の看護休暇中の賃金が有給または一部有
給とする場合を 1，無給とする場合を 0 とする
ダミー変数を用いる。休暇中の給与補償が取得
率や取得日数にどう影響するのかを明らかにす
る。子の看護休暇については，まず規定がある
場合を 1，ない場合を 0 とするダミー変数を用
いて，規定の有無が取得率や取得日数に与える
影響の度合いを測る。
　次に，取得可能日数の変数としては，事業所
の規定に子の看護休暇の休暇日数に制限があ
り，1 年間に取得できる休暇日数が通算 5 日で
ある場合を 1 とするダミー変数，通算 6 日以上
である場合を 1 とするダミー変数，子の看護休
暇の休暇日数に制限がない場合を 1 とするダ
ミー変数を用いる。取得可能期間の変数として
は，事業所に子の看護休暇の規定があり，取得
可能期間が小学校就学の始期までとする場合を
1 とするダミー変数，小学校入学以降も取得対
象である場合を 1 とするダミー変数を用いる。
　また，取得対象者の変数としては，事業所に
子の看護休暇の規定があり，所定労働日数が週
2 日以下の者が対象である場合を 1 とするダ
ミー変数と，週 2 日以下の者が対象でない場合
を 1 とするダミー変数，そして，事業所に子の
看護休暇の規定があり，勤続 6 か月未満の者が
対象である場合を 1 とするダミー変数と，勤続
6 か月未満の者が対象でない場合を 1 とするダ
ミー変数を用いる。取得可能日数，取得可能期
間，取得対象者に関する変数は，すべて，子の
看護休暇がない場合と比較した値が出力され
る。
　一方，コントロール変数には，従業員数�13），
産業ダミー，勤務時間に関する変数を用いてい
る。従業員数や産業の違いによって看護休暇の
取得に影響を与える効果をコントロールする。
また，勤務時間に関する変数としては，短時間
勤務制度，フレックスタイム制度，始業・終業
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時刻の繰上げ・繰下げ，所定外労働の免除など
の制度や措置がある場合を 1，ない場合を 0 と
するダミー変数を用い，これらの制度や措置が
あることで看護休暇の取得に及ぼす影響をコン
トロールしている。なお，育児において性別的
な役割が異なることを考慮し，推定は男女別で
行う。

Ⅴ　�取得率および取得日数に影響を与
える要因

　表 1 には記述統計量を，表 2 には従業員が
100人未満の事業所の推定結果�14）を，表 3 には
100人以上の事業所の推定結果�15）を示してい
る。推定の結果，看護休暇中の賃金が有給また
は一部有給の場合，取得率が上昇し，取得日数
も多くなるという有意な結果がすべての推定結
果において示された。子育て中の若い世代にお
いて，看護休暇を有給で取れるか無給で取らな
ければならないかは取得の意思決定を行う上で
大きな選択要因となる。制度をより利用しやす
くするために，給与補償のある看護休暇が求め
られているといえる。
　また，結果から子の看護休暇を有給にするこ
とで，年休で代替する労働者も少なくなること
が予想される。年休は子どもを養育している，
いないに関わらず労働者に与えられた権利で
あり，これとは別に，子どもを養育している労
働者には子の看護休暇が認められることとなっ
た。子を看護するために仕事を休まなければな
らないときには，年休で代替せず，子の看護休
暇を利用するのが一般的と考えられるが，実際
はそうではない。今後，子の看護休暇が有給で
取得できるように規定されれば，子の看護のた
めには子の看護休暇を利用し，年休は一労働者
として認められた権利として利用することがで
きるだろう。
　また，看護休暇制度の有無に関しては，従業
員規模によって異なる結果が示されている。男
女ともに従業員数が100人未満の場合，看護休
暇制度があると取得が抑制されるという結果が

有意に示された。通常，制度がある方が取得し
やすくなると考えられるが，100人未満の場合
においては，看護休暇制度がない方が取得する
傾向があるという結果が得られたことになる。
　看護休暇制度の有無が取得率や取得日数に与
える効果は，制度がある場合に取得率や取得日
数が促進されるプラスの効果と，制度がある事
業所では年休を利用しやすい環境も整ってお
り，有給で取れる年休で代替することにより子
の看護休暇の取得率や取得日数が抑制されると
いうマイナスの効果がある。従業員数が少ない
事業所では，後者のマイナスの効果が大きかっ
たことになる。
　法改正により，平成17年以降，子の看護休暇
は申出があれば取得できると定められており，
制度がなくても労働者が申し出れば取得可能と
なった。子の看護休暇制度がある事業所では年
休も利用しやすく年休で代替することで子の看
護休暇の取得率や取得日数が抑制される傾向が
あるのならば，子の看護休暇制度がない事業所
では年休も整っておらず年休での代替ができな
いということになる。
　従業員数が少ない事業所では子の看護のため
に仕事を休まざるを得なくなっても，子の看護
休暇がなく，またそうした事業所では年休の利
用環境も整っていないところが多いことから，
労働者が申し出て法的措置を講じることにより
子の看護休暇を取得する傾向があるということ
ではないだろうか。
　一方，従業員数が100人以上の場合，男性の
取得率や取得日数は有意な結果ではなかった
が，女性においては看護休暇制度があると取得
率が上昇し，取得日数も多くなるという有意な
結果が示された。従業員が多い事業所では，制
度の規定があると取得を促すといえる。
　また，分析に用いたデータからは，看護休暇
の規定の有無だけでなく看護休暇の取得可能日
数，取得可能期間，取得対象者に関する情報も
得られる。ここで，看護休暇の規定がある場合
に，これらの制度のあり様が取得率や取得日数
にどう影響するのかを検証するために，看護休
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暇の規定がある場合に有意なプラスの結果と
なった従業員数100人以上の女性のサンプルを
用いて，さらに推定を行った。具体的には，休
暇を何日間取得することができれば取得が促さ
れるのか，子どもが何歳まで取得可能とすれば
効果があがるのか，休暇の対象者はどの範囲ま
で広げるべきなのかなどを推定により明らかに
する。
　推定結果�16）は表 4 に示している。まず，取得
可能日数の結果をみると，看護休暇の規定がな
い場合と比べて 1 年間に通算 5 日，5 日以上，
日数制限なしと休暇を多く取得できるほど取得
率と取得日数の限界効果が大きくなっている。
　厚生労働省が実施した『平成23年度　育児
休業制度等に関する実態把握のための調査研
究事業報告書』によると，正社員女性が 1 年間
に子どもの病気により利用した制度等の取得
日数は，子の看護休暇制度の場合，3 日以内が
27.0％で，4 日～ 1 週間以内が52.8％，8 日以上
が20.1％で，年休の場合でも 3 日以内は26.0％，
4 日～ 1 週間以内が21.6％，8 日以上が52.4％
である。改正前の年に 5 日の看護休暇では日数
として対応できていない状況がみてとれる。休
暇日数を多く取れる事業所ほど制度を利用しや
すいという分析結果とあわせてみても，平成21
年の改正で取得日数が増えたことは育児をしな
がら仕事ができる環境への整備が促されたとい
う点で評価できるといえよう。
　次に，取得可能期間についても，看護休暇の
規定がない場合と比べて小学校就学の始期に
達するまで，小学校入学以降と期間が長くなる
ほど取得率，取得日数ともに限界効果が大きく
なり，取得を促すという有意な結果となってい
る。現行では小学校就学の始期に達するまで取
得可能と規定されていることから，今後，さら
に取得可能期間の延長が望まれる。
　一方，取得対象者では，看護休暇の規定がな
い場合と比べて規定はあるが労働日数が週 2 日
以下の者が非対象の場合，そして 2 日以下の者
が対象の場合，ともに有意な正の結果となって
いる。限界効果の大きさを比較すると，若干，2

日以下の者が対象の場合において取得率，取得
日数ともに大きくなっている。また，勤続 6 か
月未満の者が非対象の場合，そして対象となる
場合もともにほぼ有意な正の結果が得られてお
り，限界効果は対象となる場合の方が大きい。
つまり，取得対象者は幅広く設定されている方
が取得率が高くなり，取得日数も多くなるとい
える。

Ⅵ　おわりに

　本稿では，子の看護休暇制度に着目し，子の
看護休暇の取得を促す要因の検証を試みた結
果，以下のことが明らかとなった。
（1）�看護休暇中の賃金が有給または一部有給の

場合，取得率が上昇し，取得日数も多くな
る。

（2）�男女ともに従業員数が100人未満の場合，
看護休暇制度があると取得率，取得日数が
抑制され，従業員数が100人以上の場合，
女性においては看護休暇制度があると取得
率が上昇し，取得日数も多くなる。

（3）�従業員数100人以上の女性においては，取
得可能日数が多いほど，また取得可能期間
が長くなるほど，そして取得対象者は幅広
く設定されているほど取得率が上昇し，取
得日数も多くなる。

　厚生労働省が実施した『平成26年　患者調査
の概要』によると，年齢階級別にみた受療率（人
口10万対）で外来の場合，0 歳が6691人，1 ～
4 歳が6778人，5 ～ 9 歳が4422人，10 ～ 14歳
が2649人，15 ～ 19歳が1937人で，年齢が低い
子どもの受療率は高い。共働き世帯にとって，
子どもが病気になったらどうするか，これが重
要な課題であることは言うまでもない。本稿で
は，子の看護休暇に着目し，休暇を取得しやす
い制度，政策とはどういうものかを明らかにし
た。今後，制度がさらに充実し，共働き世帯に
とって子育てしやすい職場環境が整うことを期
待する。
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表
1：
記
述
統
計
量

10
0人
未
満
の
事
業
所

10
0人
以
上
の
事
業
所

女
性

男
性

女
性

男
性

変
数
名

　
標
本
サ
イ
ズ

平
均
値

標
準
偏
差

標
本
サ
イ
ズ

平
均
値

標
準
偏
差

標
本
サ
イ
ズ

平
均
値

標
準
偏
差

標
本
サ
イ
ズ

平
均
値

標
準
偏
差

子
の
看
護
休
暇
取
得
者
割
合（
被
説
明
変
数
）

58
2

0.1
57
 

0.3
53
 

97
3

0.0
48
 

0.2
07
 

90
6

0.2
21
 

0.3
61
 

97
2

0.0
57
 

0.1
98
 

子
の
看
護
休
暇
平
均
取
得
日
数（
被
説
明
変
数
）

58
2

0.7
68
 

2.1
10
 

97
3

0.1
43
 

0.7
67
 

90
6

0.8
20
 

1.4
92
 

97
2

0.1
49
 

0.5
60
 

従
業
員
数

　
58
2

25
.76
7 

22
.27
7 

97
3

23
.37
1 

19
.88
5 

90
6
31
3.4
22
 
49
7.1
03
 

97
2
29
1.8
42
 
46
8.9
31
 

産
業
ダ
ミ
ー

製
造
業

58
2

0.1
43
 

0.3
50
 

97
3

0.1
10
 

0.3
13
 

90
6

0.2
76
 

0.4
47
 

97
2

0.2
73
 

0.4
46
 

〈
製
造
業
〉

鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

58
2

0.0
01
 

0.0
24
 

97
3

0.0
01
 

0.0
32
 

90
6

0.0
00
3 

0.0
16
 

97
2

0.0
00
2 

0.0
12
 

建
設
業

58
2

0.0
89
 

0.2
85
 

97
3

0.1
85
 

0.3
88
 

90
6

0.0
29
 

0.1
68
 

97
2

0.0
31
 

0.1
74
 

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

58
2

0.0
03
 

0.0
55
 

97
3

0.0
04
 

0.0
67
 

90
6

0.0
10
 

0.1
01
 

97
2

0.0
12
 

0.1
10
 

情
報
通
信
業

58
2

0.0
17
 

0.1
31
 

97
3

0.0
28
 

0.1
64
 

90
6

0.0
68
 

0.2
52
 

97
2

0.0
63
 

0.2
44
 

運
輸
業
，
郵
便
業

58
2

0.0
18
 

0.1
33
 

97
3

0.0
48
 

0.2
15
 

90
6

0.0
62
 

0.2
42
 

97
2

0.0
97
 

0.2
96
 

卸
売
業
，
小
売
業

58
2

0.1
63
 

0.3
69
 

97
3

0.2
53
 

0.4
35
 

90
6

0.1
05
 

0.3
06
 

97
2

0.1
00
 

0.3
00
 

金
融
業
，
保
険
業

58
2

0.1
12
 

0.3
16
 

97
3

0.0
55
 

0.2
27
 

90
6

0.0
36
 

0.1
86
 

97
2

0.0
32
 

0.1
75
 

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

58
2

0.0
18
 

0.1
33
 

97
3

0.0
27
 

0.1
63
 

90
6

0.0
05
 

0.0
70
 

97
2

0.0
05
 

0.0
71
 

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

58
2

0.0
23
 

0.1
50
 

97
3

0.0
31
 

0.1
72
 

90
6

0.0
34
 

0.1
80
 

97
2

0.0
33
 

0.1
78
 

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

58
2

0.0
50
 

0.2
18
 

97
3

0.0
37
 

0.1
89
 

90
6

0.0
15
 

0.1
24
 

97
2

0.0
14
 

0.1
19
 

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業

58
2

0.0
19
 

0.1
38
 

97
3

0.0
28
 

0.1
64
 

90
6

0.0
13
 

0.1
13
 

97
2

0.0
13
 

0.1
14
 

教
育
，
学
習
支
援
業

58
2

0.0
44
 

0.2
06
 

97
3

0.0
36
 

0.1
87
 

90
6

0.0
49
 

0.2
17
 

97
2

0.0
47
 

0.2
11
 

医
療
，
福
祉

58
2

0.1
78
 

0.3
82
 

97
3

0.0
43
 

0.2
02
 

90
6

0.2
16
 

0.4
12
 

97
2

0.1
86
 

0.3
89
 

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

58
2

0.0
59
 

0.2
35
 

97
3

0.0
49
 

0.2
17
 

90
6

0.0
12
 

0.1
09
 

97
2

0.0
12
 

0.1
08
 

　
サ
ー
ビ
ス
業（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

58
2

0.0
63
 

0.2
44
 

97
3

0.0
66
 

0.2
48
 

90
6

0.0
70
 

0.2
55
 

97
2

0.0
82
 

0.2
75
 

勤
務
時
間
に
関
す
る
制
度
・
措
置
ダ
ミ
ー
短
時
間
勤
務
制
度

58
2

0.5
55
 

0.4
97
 

97
3

0.4
65
 

0.4
99
 

90
6

0.7
25
 

0.4
47
 

97
2

0.7
19
 

0.4
50
 

（
制
度
・
措
置
が
あ
る
が
1，
な
い
が
0）

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度

58
2

0.0
73
 

0.2
60
 

97
3

0.0
83
 

0.2
76
 

90
6

0.1
57
 

0.3
64
 

97
2

0.1
55
 

0.3
62
 

始
業
・
終
業
時
刻
の
繰
上
げ
・
繰
下
げ

58
2

0.2
89
 

0.4
54
 

97
3

0.2
76
 

0.4
47
 

90
6

0.4
19
 

0.4
94
 

97
2

0.4
28
 

0.4
95
 

所
定
外
労
働
の
免
除

58
2

0.3
84
 

0.4
87
 

97
3

0.3
26
 

0.4
69
 

90
6

0.6
23
 

0.4
85
 

97
2

0.6
18
 

0.4
86
 

有
給
ダ
ミ
ー
（
有
給
ま
た
は
一
部
有
給
が
1，
無
給
が
0）

58
2

0.4
13
 

0.4
93
 

97
3

0.3
79
 

0.4
85
 

90
6

0.4
80
 

0.5
00
 

97
2

0.4
46
 

0.4
97
 

子
の
看
護
休
暇
の
規
定
の
有
無
ダ
ミ
ー
（
規
定
が
あ
る
が
1，
な
い
が
0）

58
2

0.7
11
 

0.4
54
 

97
3

0.5
98
 

0.4
91
 

90
6

0.9
50
 

0.2
19
 

97
2

0.9
34
 

0.2
48
 

子
の
看
護
休
暇
の
取
得
可
能
日
数
ダ
ミ
ー

1
年
間
に
通
算
5
日

58
1

0.6
33
 

0.4
82
 

97
3

0.5
46
 

0.4
98
 

90
5

0.8
78
 

0.3
27
 

97
0

0.8
64
 

0.3
43
 

〈
子
の
介
護
休
暇
の
規
定
な
し
〉

1
年
間
に
通
算
6
日
以
上

58
1

0.0
25
 

0.1
57
 

97
3

0.0
24
 

0.1
52
 

90
5

0.0
56
 

0.2
29
 

97
0

0.0
51
 

0.2
21
 

　
日
数
制
限
な
し

58
1

0.0
50
 

0.2
17
 

97
3

0.0
28
 

0.1
64
 

90
5

0.0
16
 

0.1
24
 

97
0

0.0
19
 

0.1
37
 

子
の
看
護
休
暇
の
取
得
可
能
期
間
ダ
ミ
ー
小
学
校
就
学
の
始
期
に
達
す
る
ま
で

58
2

0.6
73
 

0.4
69
 

97
3

0.5
43
 

0.4
98
 

90
4

0.8
33
 

0.3
73
 

96
9

0.8
36
 

0.3
70
 

〈
子
の
介
護
休
暇
の
規
定
な
し
〉

小
学
校
入
学
以
降
も
対
象

58
2

0.0
38
 

0.1
91
 

97
3

0.0
55
 

0.2
28
 

90
4

0.1
16
 

0.3
21
 

96
9

0.0
98
 

0.2
98
 

取
得
対
象
者
ダ
ミ
ー
1

労
働
日
数
週
2
日
以
下
の
者
が
対
象

58
1

0.1
74
 

0.3
79
 

96
9

0.1
37
 

0.3
44
 

89
7

0.2
07
 

0.4
05
 

96
5

0.2
06
 

0.4
05
 

〈
子
の
介
護
休
暇
の
規
定
な
し
〉

労
働
日
数
週
2
日
以
下
の
者
が
非
対
象

58
1

0.5
37
 

0.4
99
 

96
9

0.4
56
 

0.4
98
 

89
7

0.7
42
 

0.4
38
 

96
5

0.7
28
 

0.4
45
 

取
得
対
象
者
ダ
ミ
ー
2

勤
続
6
か
月
未
満
の
者
が
対
象

57
8

0.2
13
 

0.4
10
 

96
9

0.1
87
 

0.3
90
 

90
1

0.3
73
 

0.4
84
 

96
9

0.3
49
 

0.4
77
 

〈
子
の
介
護
休
暇
の
規
定
な
し
〉

勤
続
6
か
月
未
満
の
者
が
非
対
象

57
8

0.4
95
 

0.5
00
 

96
9

0.4
06
 

0.4
91
 

90
1

0.5
76
 

0.4
94
 

96
9

0.5
85
 

0.4
93
 

注
）
�復
元
倍
率
で
加
重
し
た
集
計
値
で
あ
る
。
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表
2：
子
の
看
護
休
暇
の
取
得
率
と
取
得
日
数
の
ト
ー
ビ
ッ
ト
分
析
1（
従
業
員
数
10
0
人
未
満
の
事
業
所
の
サ
ン
プ
ル
）

　
　

女
性（
取
得
率
）

女
性（
取
得
日
数
）

男
性（
取
得
率
）

男
性（
取
得
日
数
）

説
明
変
数
名

　
限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

従
業
員
数

　
-0
.00
2 

※
※
※

-2
.81
 

-0
.00
9 

※
※
※

-2
.83
 

-0
.00
2 

※
※
※

-3
.15
 

-0
.00
6 

※
※
※

-2
.88
 

産
業
ダ
ミ
ー

鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

-0
.93
5 

-1
.31
 

-4
.64
5 

-1
.33
 

-0
.82
8 

※
-1
.67
 

-2
.75
9 

※
-1
.66
 

〈
製
造
業
〉

建
設
業

0.2
46
 
※
※
※

4.7
9 

1.4
83
 
※
※
※

6.0
7 

0.2
11
 
※
※
※

4.7
9 

0.6
96
 
※
※
※

4.6
0 

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

-0
.06
0 

-0
.34
 

-0
.53
0 

-0
.62
 

-0
.20
3 

※
-1
.85
 

-0
.59
2 

-1
.63
 

情
報
通
信
業

0.1
15
 

1.2
7 

0.3
40
 

0.7
4 

0.1
41
 
※
※

2.3
2 

0.5
41
 
※
※
※

2.6
6 

運
輸
業
，
郵
便
業

-0
.54
4 

※
※
※

-2
0.5
7 

-2
.58
3 

※
※
※

-2
0.2
1 

-0
.37
5 

※
※
※

-1
7.3
5 

-1
.24
8 

※
※
※

-1
7.3
6 

卸
売
業
，
小
売
業

0.1
53
 
※
※
※

2.8
4 

0.9
18
 
※
※
※

3.6
2 

0.2
17
 
※
※
※

4.8
9 

0.8
01
 
※
※
※

5.3
9 

金
融
業
，
保
険
業

0.0
67
 

1.2
1 

0.1
05
 

0.3
9 

0.2
19
 
※
※
※

4.1
7 

0.7
54
 
※
※
※

4.2
5 

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

-0
.21
5 

-1
.30
 

-1
.20
5 

-1
.53
 

0.0
63
 

0.6
2 

0.2
29
 

0.6
5 

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

0.0
34
 

0.4
2 

-0
.02
3 

-0
.06
 

-0
.11
1 

-1
.54
 

-0
.36
5 

-1
.50
 

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

0.1
14
 
※

1.6
4 

0.1
13
 

0.3
0 

-0
.05
4 

-0
.38
 

-0
.18
6 

-0
.37
 

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業

0.2
10
 
※
※
※

2.6
4 

0.9
46
 
※
※

2.4
1 

-0
.17
7 

-0
.93
 

-0
.54
7 

-0
.86
 

教
育
，
学
習
支
援
業

-0
.23
9 

※
-1
.84
 

-1
.28
1 

※
※

-2
.07
 

0.0
15
 

0.1
6 

0.1
24
 

0.3
9 

医
療
，
福
祉

0.1
80
 
※
※
※

3.9
0 

0.8
11
 
※
※
※

3.5
5 

0.1
76
 
※
※
※

2.8
3 

0.6
41
 
※
※
※

3.0
7 

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

0.0
88
 

1.3
7 

0.2
75
 

0.8
6 

0.1
86
 
※
※
※

3.6
4 

0.6
30
 
※
※
※

3.6
0 

　
サ
ー
ビ
ス
業（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

-0
.00
6 
　

-0
.10
 

-0
.26
0 
　

-0
.87
 

-0
.11
6 

※
-1
.82
 

-0
.36
4 

※
-1
.68
 

勤
務
時
間
に
関
す
る
制
度
・
措
置
ダ
ミ
ー

短
時
間
勤
務
制
度

0.0
87
 
※
※
※

2.7
3 

0.5
48
 
※
※
※

3.5
1 

0.0
32
 

1.0
7 

0.0
77
 

0.7
7 

（
制
度
・
措
置
が
あ
る
が
1，
な
い
が
0）

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度

-0
.06
1 

-1
.04
 

-0
.44
5 

-1
.57
 

0.0
45
 

1.0
9 

0.0
87
 

0.6
5 

始
業
・
終
業
時
刻
の
繰
上
げ
・
繰
下
げ

-0
.04
9 

-1
.42
 

-0
.13
6 

-0
.81
 

-0
.04
0 

-1
.39
 

0.0
08
 

0.0
9 

所
定
外
労
働
の
免
除

0.0
36
 
　

1.1
1 

0.1
33
 
　

0.8
2 

0.0
24
 
　

0.8
0 

0.0
03
 
　

0.0
3 

有
給
ダ
ミ
ー
（
有
給
ま
た
は
一
部
有
給
が
1，
無
給
が
0）

0.2
13
 
※
※
※

7.6
0 

1.2
16
 
※
※
※

8.8
8 

0.0
86
 
※
※
※

4.0
0 

0.2
79
 
※
※
※

3.8
6 

子
の
看
護
休
暇
の
規
定
の
有
無
ダ
ミ
ー
（
規
定
が
あ
る
が
1，
な
い
が
0）

-0
.13
3 

※
※
※

-3
.59
 

-0
.78
1 

※
※
※

-4
.29
 

-0
.11
3 

※
※
※

-3
.54
 

-0
.37
2 

※
※
※

-3
.51
 

標
本
サ
イ
ズ

　
58
2

58
2

97
3

97
3

LR
 c
hi
-s
qu
ar
e

　
15
2.7
7

18
9.1
5

24
5.1
0

24
1.6
1

Pr
ob
 >
 c
hi
-s
qu
ar
e

　
0.0
00
0 

0.0
00
0 

0.0
00
0 

0.0
00
0 

自
由
度
修
正
済
み
決
定
係
数

　
0.1
55
7

0.1
34
8

0.2
69
8

0.2
24
8

対
数
尤
度

　
-4
14
.17
9 

-6
07
.04
6 

-3
31
.68
5 

-4
16
.67
9 

注
）
※
※
※
，
※
※
，
※
，
は
そ
れ
ぞ
れ
1％
，
5％
，
10
％
水
準
で
有
意
な
値
を
示
す
。
　〈
　
〉は
リ
フ
ァ
レ
ン
ス
・
グ
ル
ー
プ
。

　
　
復
元
倍
率
で
加
重
し
た
推
定
方
法
を
と
っ
て
い
る
。

子の看護休暇の取得要因に関する分析

無断転載禁止 Page:9 
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表
3：
子
の
看
護
休
暇
の
取
得
率
と
取
得
日
数
の
ト
ー
ビ
ッ
ト
分
析
1（
従
業
員
数
10
0
人
以
上
の
事
業
所
の
サ
ン
プ
ル
）

　
　

女
性（
取
得
率
）

女
性（
取
得
日
数
）

男
性（
取
得
率
）

男
性（
取
得
日
数
）

説
明
変
数
名

　
限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

従
業
員
数

　
-2
E-
06
　

-0
.16
 
-2
E-
05
　

-0
.37
 
2.1
E-
06
　

0.3
8 

8.7
E-
06
　

0.5
7 

産
業
ダ
ミ
ー

鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

0.1
26
 

0.2
9 

0.6
70
 

0.3
9 

-0
.01
7 

-0
.09
 

-0
.04
6 

-0
.09
 

〈
製
造
業
〉

建
設
業

-0
.08
3 

-1
.54
 

-0
.32
7 

-1
.49
 

-0
.01
1 

-0
.53
 

-0
.05
4 

-0
.92
 

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

0.0
09
 

0.1
3 

0.0
52
 

0.1
8 

-0
.00
7 

-0
.34
 

-0
.00
8 

-0
.13
 

情
報
通
信
業

0.0
16
 

0.4
9 

0.1
37
 

1.0
5 

0.0
07
 

0.5
3 

0.0
14
 

0.3
7 

運
輸
業
，
郵
便
業

0.0
76
 
※
※

2.0
6 

0.4
24
 
※
※
※

2.9
1 

0.0
01
 

0.0
6 

0.0
08
 

0.1
6 

卸
売
業
，
小
売
業

0.0
42
 

1.4
7 

0.2
29
 
※
※

2.0
1 

0.0
02
 

0.1
5 

0.0
05
 

0.1
4 

金
融
業
，
保
険
業

-0
.05
9 

-1
.35
 

-0
.17
4 

-0
.99
 

-0
.04
8 

※
※

-2
.37
 

-0
.13
2 

※
※

-2
.29
 

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

-0
.04
9 

-0
.47
 

-0
.24
1 

-0
.56
 

-0
.02
6 

-0
.63
 

-0
.10
5 

-0
.88
 

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

0.0
04
 

0.0
9 

0.0
80
 

0.4
6 

-0
.01
3 

-0
.85
 

-0
.03
2 

-0
.72
 

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

-0
.21
7 

※
※
※

-2
.68
 

-0
.84
0 

※
※

-2
.55
 

-1
.37
0 

※
※
※

-2
2.9
2 

-3
.77
6 

※
※
※

-2
2.5
5 

生
活
関
連
サ
ー
ビ
ス
業
，
娯
楽
業

-0
.00
8 

-0
.12
 

-0
.13
0 

-0
.46
 

-0
.08
4 

※
※

-2
.32
 

-0
.21
7 

※
※

-2
.17
 

教
育
，
学
習
支
援
業

-0
.03
2 

-0
.83
 

-0
.12
5 

-0
.81
 

-0
.03
4 

※
※

-2
.12
 

-0
.09
4 

※
※

-2
.06
 

医
療
，
福
祉

0.0
83
 
※
※
※

3.5
6 

0.3
64
 
※
※
※

3.8
2 

0.0
32
 
※
※
※

3.0
3 

0.0
70
 
※
※

2.3
2 

複
合
サ
ー
ビ
ス
事
業

-0
.12
1 

-1
.39
 

-0
.61
5 

※
-1
.66
 

-1
.14
2 

※
※
※

-2
2.9
2 

-3
.24
0 

※
※
※

-2
2.5
5 

　
サ
ー
ビ
ス
業（
他
に
分
類
さ
れ
な
い
も
の
）

-0
.01
2 
　

-0
.36
 

-0
.00
6 
　

-0
.05
 

-0
.03
2 

※
※

-2
.24
 

-0
.07
9 

※
※

-1
.97
 

勤
務
時
間
に
関
す
る
制
度
・
措
置
ダ
ミ
ー
短
時
間
勤
務
制
度

0.0
24
 

1.2
4 

0.0
84
 

1.0
7 

0.0
28
 
※
※
※

3.0
2 

0.0
73
 
※
※
※

2.8
1 

（
制
度
・
措
置
が
あ
る
が
1，
な
い
が
0）

フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
度

0.0
14
 

0.6
4 

-0
.00
2 

-0
.03
 

0.0
18
 
※
※

2.0
6 

0.0
35
 

1.4
0 

始
業
・
終
業
時
刻
の
繰
上
げ
・
繰
下
げ

-0
.01
3 

-0
.75
 

-0
.03
2 

-0
.46
 

-0
.00
5 

-0
.72
 

-0
.01
8 

-0
.85
 

所
定
外
労
働
の
免
除

0.0
11
 
　

0.6
4 

-0
.00
3 
　

-0
.04
 

-0
.00
3 
　

-0
.42
 

-0
.00
8 
　

-0
.36
 

有
給
ダ
ミ
ー
（
有
給
ま
た
は
一
部
有
給
が
1，
無
給
が
0）

0.2
09
 
※
※
※

12
.96
 

0.7
87
 
※
※
※

12
.05
 

0.0
91
 
※
※
※

11
.13
 

0.2
59
 
※
※
※

11
.05
 

子
の
看
護
休
暇
の
規
定
の
有
無
ダ
ミ
ー
（
規
定
が
あ
る
が
1，
な
い
が
0）

0.0
82
 
※

1.8
7 

0.4
64
 
※
※

2.5
0 

0.0
01
 
　

0.0
4 

0.0
18
 

0.3
6 

標
本
サ
イ
ズ

　
90
6

90
6

97
2

97
2

LR
 c
hi
-s
qu
ar
e

　
21
3.7
3

19
9.8
6

24
8.1
5

23
1.1
6

Pr
ob
 >
 c
hi
-s
qu
ar
e

　
0.0
00
0 

0.0
00
0 

0.0
00
0 

0.0
00
0 

自
由
度
修
正
済
み
決
定
係
数

　
0.1
19
3

0.0
69
6

0.2
00
6

0.1
35

対
数
尤
度

　
-7
88
.60
4 

-1
33
5.7
97
 

-4
94
.39
0 

-7
40
.56
5 

注
）
※
※
※
，
※
※
，
※
，
は
そ
れ
ぞ
れ
1％
，
5％
，
10
％
水
準
で
有
意
な
値
を
示
す
。
　〈
　
〉は
リ
フ
ァ
レ
ン
ス
・
グ
ル
ー
プ
。

　
　
復
元
倍
率
で
加
重
し
た
推
定
方
法
を
と
っ
て
い
る
。

子の看護休暇の取得要因に関する分析

無断転載禁止 Page:10 
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表
4：
子
の
看
護
休
暇
の
取
得
率
と
取
得
日
数
の
ト
ー
ビ
ッ
ト
分
析
2（
従
業
員
数
10
0
人
以
上
の
事
業
所
の
サ
ン
プ
ル
：
女
性
の
場
合
）

　
　

推
定
1（
取
得
率
）

推
定
1（
取
得
日
数
）

推
定
2（
取
得
率
）

推
定
2（
取
得
日
数
）

推
定
3（
取
得
率
）

推
定
3（
取
得
日
数
）

推
定
4（
取
得
率
）

推
定
4（
取
得
日
数
）

説
明
変
数
名

　
限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

限
界
効
果

Z
値
　

従
業
員
数

　
-3
E-
06
　

-0
.20
 
-3
E-
05
　

-0
.45
 
-4
E-
06
　

-0
.28
 
-3
E-
05
　

-0
.47
 
-3
E-
06
　

-0
.23
 
-3
E-
05
　

-0
.41
 
-5
E-
06
　

-0
.34
 
-3
E-
05
　

-0
.52
 

産
業
ダ
ミ
ー

鉱
業
，
採
石
業
，
砂
利
採
取
業

0.1
43
 

0.3
4 

0.7
42
 

0.4
3 

0.1
33
 

0.3
1 

0.6
98
 

0.4
0 

0.1
25
 

0.2
9 

0.6
75
 

0.3
9 

0.1
20
 

0.2
8 

0.6
52
 

0.3
8 

〈
製
造
業
〉

建
設
業

-0
.07
0 

-1
.30
 
-0
.27
2 

-1
.25
 
-0
.07
9 

-1
.47
 
-0
.31
5 

-1
.43
 
-0
.08
1 

-1
.49
 
-0
.32
2 

-1
.46
 
-0
.07
0 

-1
.29
 
-0
.28
2 

-1
.27
 

電
気
・
ガ
ス
・
熱
供
給
・
水
道
業

0.0
18
 

0.2
5 

0.0
86
 

0.3
0 

-0
.00
2 

-0
.03
 

0.0
12
 

0.0
4 

0.0
09
 

0.1
3 

0.0
56
 

0.2
0 

-0
.00
4 

-0
.05
 

0.0
07
 

0.0
2 

情
報
通
信
業

0.0
22
 

0.6
9 

0.1
61
 

1.2
3 

0.0
10
 

0.3
0 

0.1
15
 

0.8
7 

0.0
17
 

0.5
3 

0.1
42
 

1.0
8 

0.0
12
 

0.3
7 

0.1
24
 

0.9
4 

運
輸
業
，
郵
便
業

0.0
90
 ※
※

2.4
5 

0.4
81
 ※
※
※

3.3
2 

0.0
81
 ※
※

2.1
9 

0.4
43
 ※
※
※

3.0
3 

0.0
76
 ※
※

2.0
6 

0.4
29
 ※
※
※

2.9
2 

0.0
75
 ※
※

2.0
5 

0.4
23
 ※
※
※

2.9
0 

卸
売
業
，
小
売
業

0.0
52
 ※

1.8
3 

0.2
68
 ※
※

2.3
6 

0.0
43
 

1.5
2 

0.2
35
 ※
※

2.0
6 

0.0
40
 

1.4
0 

0.2
31
 ※
※

2.0
0 

0.0
34
 

1.2
0 

0.2
07
 ※

1.8
0 

金
融
業
，
保
険
業

-0
.05
0 

-1
.16
 
-0
.14
0 

-0
.80
 
-0
.05
6 

-1
.28
 
-0
.16
3 

-0
.93
 
-0
.05
8 

-1
.33
 
-0
.17
1 

-0
.96
 
-0
.06
0 

-1
.37
 
-0
.17
8 

-1
.01
 

不
動
産
業
，
物
品
賃
貸
業

-0
.04
8 

-0
.45
 
-0
.24
2 

-0
.57
 
-0
.04
1 

-0
.39
 
-0
.21
2 

-0
.49
 
-0
.04
8 

-0
.45
 
-0
.23
9 

-0
.55
 
-0
.03
8 

-0
.37
 
-0
.20
3 

-0
.47
 

学
術
研
究
，
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

0.0
11
 

0.2
5 

0.1
07
 

0.6
3 

-0
.00
4 

-0
.08
 

0.0
54
 

0.3
2 

0.0
08
 

0.1
8 

0.1
01
 

0.5
8 

-0
.00
5 

-0
.11
 

0.0
51
 

0.2
9 

宿
泊
業
，
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業

-0
.20
6 
※
※
※
-2
.57
 
-0
.79
4 
※
※

-2
.45
 
-0
.21
3 
※
※
※
-2
.64
 
-0
.82
4 
※
※

-2
.51
 
-0
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※
※
※
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ァ
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・
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。

　
　
復
元
倍
率
で
加
重
し
た
推
定
方
法
を
と
っ
て
い
る
。
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注
1 ）『平成29年版　少子化社会対策白書』を参照。
2）『平成27年版　働く女性の実情』を参照。
3）官報号外第245号　平成13年11月16日法律第
118号（育児休業，介護休業等育児又は家族介護を
行う労働者の福祉に関する法律の一部を改正する
法律）による。

4）官報号外第269号　平成16年12月 8 日法律第160
号（育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行
う労働者の福祉に関する法律等の一部を改正する
法律）による。

5）官報号外第139号　平成21年 7 月 1 日法律第65
号（育児休業，介護休業等育児又は家族介護を行
う労働者の福祉に関する法律及び雇用保険法の一
部を改正する法律）による。

6）『改正育児・介護休業法　参考資料集』を参照。
7）事業所規模 5 人以上の値である。また，平成14年
度及び16年度は，規定の有無ではなく，制度（慣
行，失効年次有給休暇の活用等も含む。）の有無に
ついて質問している。

8）本調査では，女性の年休利用者が男性に比べて約
30％低く，欠勤利用者が約40％高くなっている。
これには，女性の調査対象者には非正社員が含ま
れており，非正社員は，年休が取得しにくく欠勤
を選択せざるを得ない場合が多いことが影響して
いることが考えられる。平成15年に実施した『育
児や介護と仕事の両立に関する調査』では，「過
去 1 年間に子どもの看護のために休んだ時の休
み方（複数回答）」の設問に対する回答が男女正
社員と男女パート・アルバイト別に得られる。こ
の結果によると，男女正社員で年休を利用した人
は68.4％だったが，男女パート・アルバイトでは
20.9％となっており，欠勤した人は男女正社員で
は10.8％であるが，男女パート・アルバイトでは
72.5％であった。つまり，年休は正社員の利用が多
くパート・アルバイトの利用は少なくなるが，欠
勤をみると，正社員は少ないが，パート・アルバ
イトで多くなっていることがわかる。この結果を
踏まえると，本調査において男性と比較して女性
の年休利用者割合が低く，欠勤の選択者割合が高
いのは，女性の場合，調査対象者に非正社員が含
まれていることが影響している可能性があるから
と考えられる。

9）本調査では，年休付与日数が「0日」という回答を
含んで集計を行っている。法律上では，年休付与
日数の下限は10日と考えられるが，2010年調査・
正社員調査では，それを下回る法律違反と思われ
るケースがみられ，年休付与日数で「0日」は212
ケースみられた。付与 0日となる理由の詳細は，
アンケート調査では不明であるが，付与日数 0日
は規模の小さな事業所に属する者に多く，法律上

は年休を取得する権利を持っていたとしても，勤
め先から年休はない等の説明や環境に置かれてい
る可能性があるのかもしれない（調査のその他自
由記述のなかに，「そもそも有給休暇の日数など
入社以来一度も提示されたことがない。祖母の葬
儀の時も欠勤扱いだった」などとするものもあっ
た）。つまり，付与 0日は事実上，年休が取得でき
ない環境にある者の可能性があるとの記述が調査
の脚注にある。

10）これらの値は正社員に対する調査によるものであ
るが，非正社員に対する調査結果でも，休暇があ
る割合が正社員と比べてやや低くなってはいるも
のの，同様の傾向がみられる。

11）『年次有給休暇の取得に関する調査』を参照。値は，
正社員調査によるものである。

12）『平成20年　就労条件総合調査結果の概況』を参
照。

13）従業員数は，女性，男性のサンプルともに従業員
数100人未満の事業所を対象にした場合では最小
値が 5 人，最大値が99人で，従業員数100人以上
の事業所を対象にした場合では最小値が100人，
最大値が15989人であった。

14）表 2 における尤度比検定統計量は，左から順に
152.77，189.15，245.10，241.61であり，定数項以外
の係数は 0であるという帰無仮説は棄却される。

15）表 3 における尤度比検定統計量は，左から順に
213.73，199.86，248.15，231.16であり，定数項以外
の係数は 0であるという帰無仮説は棄却される。

16）表 4 における尤度比検定統計量は，左から順に
225.32，212.04，217.15，202.28，212.98，199.58，
216.23，201.50であり，定数項以外の係数は 0 であ
るという帰無仮説は棄却される。
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